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１．調整会議の開催 
 
 
 
 
 

  





 

１．調整会議の開催 
以下の通り調整会議を全８回開催した。 

 
▼表 河内長野市＿調整会議の実施状況 

 日程 協議事項 

第１回 5/20(水)10:00～ 

 情報提供（昨年度の結果ほか）について 

 実証事業に係る意見について 

 今年度の事業計画について 

 その他、意見交換 

第２回 7/10(金)13:00～ 

 AI 運行バスのシステムアップデートについて 

 情報提供（昨年度の結果ほか）について 

 運行再開に関して 

 今年度の検討について 

 その他、意見交換 

第３回 10/26(月)10:30～ 

 運行再開後の状況について 

 今年度の検討について 

 検討会について 

 アンケート調査について 

 電力測定について 

第４回 11/19(水)15:00～  住民アンケートについて 

第５回 11/25(水)16:00～ 

 意見交換会及び中間審査会について 

 システムの必要性について 

 今年度の検討について 

 次年度予算に向けて 

 有償化について 

第６回 12/18(金)14:00～  環境行動支援促進策について 

第７回 1/29(金)10:00～ 

 地域報告会について 

 今年度のとりまとめについて 

 実施・検討すべき事項について 

第８回 2/15(月)13:00～ 

 今年度の変更契約について 

 今年度のとりまとめについて 

 有償化について 

 地域報告会について 

 次年度計画概要の具体化について 

 その他、意見交換 

 
  





 

 
 
 
 
 
 
 

２．実施計画書 
２.１ 実施計画書 

  





＜ＩｏT技術等を活用したグリーンスローモビリティの効果的導入実証事業＞

開発団地におけるグリーンスローモビリティを活用したQOL（生活の質）向上モデル事業

令和２年度 実施計画書

【代表申請者】河内長野市（大阪府）
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１．事業概要
（１）地域の概要（河内長野市 南花台）
【概要】
・昭和５７年まち開き ・面積約98ha ・約3,400世帯

・高齢化率 41.4%(R02.3) ・人口 7,203人(R02.3）
・平成28年度策定した第5次総合計画に「丘の生活拠点」として新たに位置付け
【居住形態】
・戸建住宅、UR賃貸住宅、民間マンションで構成

【まちづくりの取組み】
・平成26年度より大阪府・関西大学と連携し「南花台スマートエイジング・シティ」団地
再生モデル事業（以下「咲っく南花台プロジェクト」と言う）を推進

・まちづくり拠点「コノミヤテラス」で関西大学と地域住民が連携し生活支援・健康づく
り・子育て支援などの活動を通じ効果的に多世代交流を創出している。

・UR都市機構が平成29年度に集約型団地再生事業実施を決定し、医療・福祉拠点
として位置付け

（集約用地に公園・医療施設・認定こども園・スポーツ施設（民間運営）誘致予定）
・平成29年度廃校（小学校）跡地に看護学校を誘致し開校
・平成30年2月に市とＵＲ都市機構・関西大学で南花台まちづくり協定を締結
・平成30年12月に市とコノミヤ・関西大学で南花台まちづくり協定を締結

【周辺エリア】
・南花台を入り口に大矢船、南ヶ丘、南青葉台、北青葉台など同様の開発団地が連
なる。

・近くには「道の駅 奥河内くろまろの郷」「大阪府立花の文化園」等の観光施設有り

（２）地域課題の解決に向けた方向性
【地域の課題】
・急激な高齢化の進行に伴い、地域に住み続けることが困難な高齢者が増えている。
・人口減少、少子化が急激に進んでいることからまちの衰退が懸念される。
・小高い丘に開発された団地で、坂が多く車が無いと生活できない。

【課題を解決する方向性】
「咲っく南花台プロジェクト」と「グリーンスローモビリティ」が有機的に連携することに
より車に頼らなくとも生活できる環境を創出し、「地域の住民が元気に生きがいを
持ち、安心して住み続けられるまちづくり」を目指す。

【事業名】 開発団地におけるグリーンスローモビリティを活用したQOL（生活の質）向上モデル事業

【代表申請者】 河内長野市（大阪府）

（３）実証事業の目的
高齢化が進むまちで、脱炭素化の住民意識を高めながら、全国のオールドタウンに共通
する地域課題の解決に向け、グリーンスローモビリティとまちづくり（咲っく南花台プロジェ
クト）を一体的に推進することにより、地域循環共生圏形成の全国モデルを構築する。

（４）実証事業の全体像
【地域住民主体の運営体制】
地域福祉を担い全国組織でもある社会福祉協議会と南花台自治協議会との連携による住
民主体の運営により継続性・汎用性・自立性の高い運行を実現

【地域のニーズに合わせたデマンド走行】
「乗りたいときに乗れる」を実現するため、地域内の電柱342本を乗降ポイントとして、予約
システムによる効率的な運行を実現するとともに、地域の多様なイベントに合わせた運行
を実現し、地域住民の利用ニーズを高める。

【Ｉot活用による利用促進と効率的運行】
ＮＴＴドコモのＡＩ運行バスを本事業の内容に合わせ改良し、利用者に対する利用利便性の
向上と、運行効率性の向上を図る。

【地域の各種団体・事業者と連携した事業ＰＲ】
地域内各店舗にポスター・チラシ等を設置しＰＲを実施するとともに、来年度の有償化に向
け協力体制強化を図る。

イメージ動画により、事業に対する地域住民の理解を深めつつ、出発式や地域内各種イ
ベントによるＰＲを十分に行い、本事業に対する地域の盛り上がりを高めることで運行スタ
ッフの充実と利用者の増加を図る。

【実証事業を通じたＣＯ２削減の機運向上】
本事業を推進することにより、車が無くてもできる生活提案を行い、自動車から電動モビリ
ティへの転換を図ることによりＣＯ２の削減効果を高める。
特に本事業では地域主体の体制を構築することから、地域の機運醸成を図り地域ぐるみ
で環境配慮意識向上を図ることが可能となる。

【事業ブランディングによる事業イメージの向上】
本事業のコンセプトやキャッチフレーズ、ロゴマークにより、事業イメージを高め、事業を応
援する住民を増やす。

【有償化による持続性の向上】
当初は無償で実験を開始するが、持続可能な仕組み作りのため令和２年度以降の有償化
を検討する。また、キャッシュレス化やボランティアポイント等の連携等による財源確保等
も図り、事業の自立性・継続性も向上させる。

１

（５）中間スケジュール（～9月）

4月 5月 6月 7月 8月 9月

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運行休止

再開に向けた地域チーム会議・感染予防対策

１．事業概要 ２

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

有償化検討

運行再開予定

地域への運行状況
周知チラシ配布

地域への運行再開
周知チラシ配布



（５）中間スケジュール（10月～）

10月 11月 12月 1月 2月 3月

無償運行

１．事業概要 ２

地域代表者
会議

有償化検討

有償化

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

有償化システム構築・試行

有償化に係る地域運行チー
ム等との調整

地域への有償化
周知

地域への有償化
周知

（１）運行期間
【新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運行休止】

～令和2年8月2日（日）※予定

【運行再開後の運行期間】
令和2年8月6日（木）～令和3年3月29日（月）
※毎週 月曜日、木曜日（週2日運行）
※その他地域内イベントに合わせて運行
※利用ニーズ、安全性、システムの動作確認等を行い

ながら運行曜日の増加を図る。

（２）運行エリア・ルート

⇒運行エリア

⇒ＵＲ団地エリア（Ｒ3年度より走行予定）

⇒団地内幹線道路走行不可区間

※その他 内の街路は走行可

（３）運行ダイヤ
午前9時30分～午後4時の間、予約システムの指示に基づ
き運行

（４）運行形態
地区内の電柱342本を乗降ポイントとしてデマンド運行（シ
ステムによるリアルタイム予約）
運転手・補助者のスタッフ2名が常時乗車
予約に基づきＡＩ運行バスが導きだした順路に従い走行

２．実証事業の詳細

9 10 11 12 13 14 15 16 17

予約可能時間

1号車可動時間

2号車可動時間

（時間）

運行拠点
車両保管場所
（コノミヤ南花台店内）

地域内電柱342本が
乗降ポイント

（乗降ポイント看板）

４



目 的 ドライバートレーニング及び予約受付システム運用習熟のため

実施日（期間） 11/18,21,25,28 12/2,5

運 行 ル ー ト 別添「試走エリア」内においてデマンド運行

運 行 時 間 帯 10:00～12:00 13:00～15:00

運 行 方 法 実証事業の時刻（月・木曜日の9:30～16:00）にあわせて実施

使 用 車 両 カートタイプ ７人乗り 2台（ヤマハ）

運 転 手 住民ボランティアドライバー

乗 客 な し

試走時の安全
対 策

・車両後部に「練習中」「低速走行中」の表示板を設置
・複数名のドライバーが同乗し、運転時の安全確認

車検証・鍵の
管 理 方 法

・住民ボランティアドライバーにて管理
・緊急連絡網（別添）を作成

運 行 記 録 ・乗務記録を作成

そ の 他

・所轄警察署及び交通事業者（バス・タクシー）に運行概要を説明
（11/1警察、11/5近鉄タクシー、11/7南海バス、11/12第一交通）
・地元住民に対しては、自治会長（運営メンバーとして参画）を通じて周知
・12/7にグリーンスローモビリティ出発式を開催

河内長野市 試走計画書 （納車～実証事業前） ５

スライドの削除

（５）事業実施体制

【運行全体体制】
大阪府

代表申請者 共同実施者①

南花台自治協議会

河内長野市社会福祉協議会

共同実施者③

（実証事業の総括）

（実証事業の総括補助）

（共同運行主体：運行コーディネート車両運転・運行監視）

河内長野市

（車庫・充電設備・電力提供・運行支援・商業施設連携）

共同実施者②

㈱コノミヤ

共同実施者④

※市町村運営有償運送による運営主体

㈱ＮＴＴドコモ

共同実施者⑤

関西電力㈱

共同実施者⑥

（ＡＩ運行バスシステムを活用した運行支援）

（ＣＯ２削減効果測定、環境配慮意識向上）

２．実証事業の詳細

【運行実施体制】

代表者会議

事業者会議

広報チーム

予約受付チーム

運行チーム

■事業ＰＲ全般
・チラシ、ポスター、のぼり、横断幕、ＰＲ動画制作
・イベント実施等周知活動

令和２年４月１日現在 １１名

■運行時の予約・問い合わせ受付
・コノミヤ南花台店内に専用デスクを設置
・電話予約のシステム入力
・事業全体の問合せ受付

令和２年４月１日現在 １１名

■運行時のドライバー・補助者
・モビリティ運転
・補助者による運転手へのルート指示、乗降者の介添え等
・利用者アンケートの回収

令和２年４月１日現在 ３１名（内ドライバー登録 ２４名）

広報、予約受付、運行チ
ームの代表・副代表、河
内長野市、河内長野市
社会福祉協議会による
調整会議

河内長野市、河内長野市社会福祉協議会、
ＮＴＴドコモ、関西電力による調整会議

６



（６）利用者確保の取組み

本事業は、地域住民の理解と取組みに対する記域機運醸成が最も重要となること

から、下記の手段を講じ、徹底したＰＲ・周知を図る。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運休中についても、運行再開後

の利用に繋げるよう、情報の発信を行う。

１．地域住民による働きかけ

地域の福祉委員や老人会等を中心に、地域住民が主体となりモビリティ活用の機

運を醸成する。

２．チラシ・ポスターの段階的周知による地域内の機運醸成

第1弾「南花台モビリティ クルクルの運行に関するお知らせ」 6/20～

第2弾「クルクルスタッフ募集」8/1頃（予定）～

第3弾「クルクルに乗ろう！」８/１５頃（予定）～

第4弾「クルクル有償化について」2/1頃（予定）～

※チラシ：回覧・配布等（約1,100部）、コノミヤテラス、地域内店舗配布

※ポスター：コノミヤ南花台店店内、南花台地域内事業者店舗、

集会所、公民館、地域内掲示板に設置

３．のぼり、横断幕による低速モビリティ走行の注意喚起とＰＲ

横断幕：南花台幹線道路入口４カ所及びコノミヤ南花台店、ＵＲ団地フェンス

計６ヵ所設置中

のぼり：コノミヤ南花台店周辺に設置（30カ所）

４．事業理念を明確にする事業ブランディング

事業に合った事業理念、キャッチフレーズ、ロゴマークを示すことにより、地域のグ

リーンスローモビリティに対する十分な理解と興味を高める。

５．動画による事業コンセプト、必要性の理解と、イメージアップ

イメージ動画、ドキュメント動画、環境配慮動画（Ｒ01年度制作）、だれでも分かりやす

いコンセプト、必要性、ＣＯ２削減を伝え、かつ事業のイメージ向上を図ることにより利用

促進につなげるとともに、広く当該事業の進捗過程を伝え全国モデルへと誘導する。

■イメージ動画：グリーンスローモビリティがどのように地域住民の生活の質を高める

ことができるのかがイメージできるもの。

■ドキュメント動画：会議や地域住民の活動の様子等、本事業における進捗を記録し、、

グリーンスローモビリティ運行を効果的に作り上げる課程を広く周知するもの。

■環境配慮動画：グリーンスローモビリティが環境にやさしいモビリティであることをイ

メージできる動画を制作し、地域住民の環境配慮の意識向上を図るもの。

２．実証事業の詳細
７

（６）利用者確保の取組み

２．実証事業の詳細

第1弾チラシポスター（10/15～） 第2弾チラシポスター（11/21～） のぼり（12/7～）

横断幕（12/7～）

８

スライド削除



（７）効果を検証するためのアンケート手法

本事業の効果検証と、今後の持続可能な仕組みの構築に向けた参考とするため、アンケー
トと、モビリティの地域ドライバー・補助者の車内コミュニケーションによりニーズ把握や生活へ
の影響度を把握する。

■生活実態調査

地域住民の生活実態を調査し分析することにより、生活に機能する運行手法を構築すること
を目的に実施する。

（運行再開後の状況を踏まえて実施予定、 1,000世帯程度）

■利用者アンケート

利用者全員を対象にアンケートを実施し、利用ニーズを分析することにより利用促進が図れ
る運行手法を構築することを目的に実施する。

内容は、昨年度より使用しているものを継続して使用予定。

■車内コミュニケーションによる調査

有償化時の運用方法に係るヒアリング等

（スマートフォンでの利用が可能か、運用方法の改善点、その他）

２．実証事業の詳細
９

■利用者アンケートver.2（令和2年2月10日～）

（７）効果を検証するためのアンケート手法

■生活実態調査

２．実証事業の詳細
１０

スライド削除



（７）効果を検証するためのアンケート手法

■生活実態調査

２．実証事業の詳細
１１

スライド削除

団体名 調整状況

公共交通機関等 バス 南海バス
①同意済

タクシー
・第一タクシー
・近鉄タクシー

①同意済

行政 道路管理者 河内長野市
①同意済

地方運輸
局・支局

近畿運輸局
②相談中

警察
・大阪府警本部
・河内長野警察署

①同意済

地域公共
交通会議

河内長野市地域公共交通会議
①同意済

その他 商工会
咲っく南花台事業者の会
（市商工会・商店連合会下部組織）

①同意済

地域住民 南花台まちづくり会
①同意済

地域住民 南花台地域福祉委員会
①同意済

地域住民 コノミヤテラス運営研究会
①同意済

（８）実証事業開始に向けた関係各所との調整状況

２．実証事業の詳細
１２



（１）ＩｏＴ導入のねらい

グリーンスローモビリティと組み合わせて導入するＩｏＴ等機器開発を実施することによる利用利便性の向上と、運行負担の軽減を図り事業の継続
性を高めつつ、横展開の可能性も同時に高める。

【本事業で目指すＩｏＴ等機器開発】
目指すグリーンスローモビリティ本格運行の自立性（自立した事業性） 、持続性、効果性、汎用性を高めるIoTの開発を目指す。

【ＩｏＴ等機器開発の検討条件】
①自立性（自立した事業性）を高めるIoTの開発

②持続性を高めるIoTの開発

③効果性を高めるIoTの開発

④汎用性を高めるIoTの開発

運行経費削減につながるＩｏＴ等機器を開発する。

運行主体の負担軽減につながるＩｏＴ等機器を開発する。

利用の促進につながるＩｏＴ等機器を開発する。
誰でも（高齢者・子ども・障害者など）活用できるＩｏＴ等機器を開発する。
「乗りたいときに乗れる」「行きたい場所に行ける」「安心して利用できる」
を実現するＩｏＴ等機器を開発する。

多様な地域の状況に対応できるＩｏＴ等機器を開発する。
安価な経費で運用できるＩｏＴ等機器を開発する。

【開発するＩｏＴ等機器】
①運行監視システム

②運行予約システム

③決済システム

④地域事業者との連携システム

アプリ／WEBサイトからの予約システム
（電話⇒コールセンター（運行管理者）予約も想定）

運行状況（場所・乗車人数・走行ルート等）確認システム
運行ルート（予約内容に合わせた最適なルート）検索システム

キャッシュレス決済、他のポイント等との連携、スマホ・カード併用
のシステム等を検討

（利用状況を確認しながら令和2年度以降に開発）

送客サポートシステム
（協賛金獲得にもつながる地域内事業者連携システム）

（２）アプリケーションの開発・実装計画
現在、開発中のシステムをベースに当該システムを活用し運行しながら、利用状況を検証し、システムの改善を行い最適なシステムを開発する。

活
用
シ
ス
テ
ム
の
決
定

シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
運
行

シ
ス
テ
ム
の
課
題
検
証

シ
ス
テ
ム
の
改
善

最
適
な
シ
ス
テ
ム
実
用
化

３．ＩｏＴの活用 １３

（３）システム全体像
※以下は令和元年度～運用中のシステム。令和２年度、ナビゲーション機能も付与したシステム構築を検討していく。

３．ＩｏTの活用 １４



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １５

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １６



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １７

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １８



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １９

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 ２０



【2019年度】
削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによ
る二酸化炭素削減効果（令和2年1月末時点までの走行実績を基に算出）
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの延運行距離（13日間） 603.08（km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：0.7人（乗車中の乗客×走行距離（乗客あり））÷GSMの延走行距離（13日間）

①×②×（③－④）×⑤＝0.012（ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.012（ｔCO2）÷13＝0.0009 （ｔCO2）・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0009 （ｔCO2）×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.0864 （ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換され
ることによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：44.6 % （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×365日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)
(乗車中の乗客中×走行距離(乗客あり))÷ GSMの延べ走行距離 (13日間) 

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝0.023 （ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.023 （ｔCO2）÷13＝0.0018 （ｔCO2） ・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0018 （ｔCO2） ×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.1728 （ｔCO2）

①＋②＝ 0.0864 ＋ 0.1728 ＝0.2592（ｔCO2）

５.二酸化炭素削減効果について
２２

関西電力報告書の数値再検証中

【2020年度】
当初計画では、運行日数や利用者数は前年度比で純増となる見込みを立てており、実際に昨年度２月までの利用状況を踏まえるとほぼ計画通り
の推移が見込まれていた。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため令和２年３月より運行をストップしており、再開は9月以降となる見込
みであり、運行日数等も当面制限予定であることに伴い、二酸化炭素削減効果についても見込みを修正している。

削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによ
る二酸化炭素削減効果
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの運行距離（13日間） 603.08（km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：0.7人（乗車中の乗客×走行距離（乗客あり））÷GSMの延走行距離（13日間）

①×②×（③－④）×⑤＝0.012（ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.012（ｔCO2）÷13＝0.0009 （ｔCO2）・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0009 （ｔCO2）×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.0864 （ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換され
ることによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：44.6 % （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×365日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)
(乗車中の乗客中×走行距離(乗客あり))÷ GSMの延べ走行距離 (13日間) 

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝0.023 （ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.023 （ｔCO2）÷13＝0.0018 （ｔCO2） ・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0018 （ｔCO2） ×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.1728 （ｔCO2）

①＋②＝ 0.0864 ＋ 0.1728 ＝0.2592（ｔCO2）

５.二酸化炭素削減効果について
２３

関西電力報告書の数値再検証中



【2021年度】
新型コロナウイルスにより2020年度に運行数等の削減を実施していることから、年間稼働日数の増加見込みを当初より下方修正（※）している。
※週4日（年間稼働＝4日×4週×12カ月＝192日）⇒週3日（年間稼働＝3日×4週×12カ月＝144日）

削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによ
る二酸化炭素削減効果
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの運行距離（昨年度比のため、同じ13日間を使用） 603.08（km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：2人（乗車中の乗客×走行距離（乗客あり））÷GSMの延走行距離（13日間）

①×②×（③－④）×2＝0.035（ｔCO2）・・・13日間のCO2排出削減量
0.035（ｔCO2）÷13＝0.0027 （ｔCO2）・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0027 （ｔCO2）×144日＝0.3888 （ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換され
ることによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：44.6 % （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×365日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)
(乗車中の乗客中×走行距離(乗客あり))÷ GSMの延べ走行距離 (13日間) 

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝0.023 （ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.023 （ｔCO2）÷13＝0.0018 （ｔCO2） ・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0018 （ｔCO2） ×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.1728 （ｔCO2）

①＋②＝ 0.0864 ＋ 0.1728 ＝0.2592（ｔCO2）

５.二酸化炭素削減効果について
２４

関西電力報告書の数値再検証中

６．地域循環共生圏の構築・ＳＤＧｓへの貢献

○実証地域における、地域循環共生圏（第5次環境基本計画 p.20）の構築へ向けた本実証事業の位置づけ

本事業における実証地域は、大阪府、河内長野市、関西大学が連携し、南花台スマートエイジング・シティ団地再生モデル事業（咲っく南花台プロジェクト）を、平成26
年度より進めてきた地域であり、関西大学の学生と地域住民が中心となり、まちづくり拠点（コノミヤテラス）整備、生活支援、健康づくり、子育て支援等の仕組みを構築
するなど、先進的な取組みを進めてきた地域である。

これらの取組みをきっかけとし、平成29年4月には廃校となった小学校跡地に看護専門学校を誘致することができ、引き続いて、平成30年度よりUR南花台団地の集
約事業が具体的に開始され、認定こども園や病院、民間スポーツ施設などの誘致に取り組んでいるところである。また、地域内にある公園を集約し、多世代が交流でき
る新たな広場整備と集約公園跡地の有効活用による第1種低層住居専用地域の用途の多様化にも着手予定である。

このような変化により、地域住民のまちづくりに対する機運は相当高まっている状況である。

本事業はこれらの地域の特性を生かし、市レベルで運行する路線バス（南海バス）を補完できる街区レベルでのグリーンスローモビリティ運行を実現し、人口減少・少
子高齢化が急激に進むまちで、自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けられるまちを創出する。

また、まちぐるみでCO2削減に取り組む機運を高めることにより、グリーンスローモビリティの価値とニーズの向上を図るとともに、本事業の取り組みを横展開（他地域
展開）することにより、周辺の開発団地や農村集落をつなぎ、地域間交流による新たな可能性を創出する。

本事業は、これまで積み上げた先進的なまちづくり活動とグリーンスローモビリティ運行の一体的推進、またそれらの横展開により地域循環共生圏の構築に寄与する。

○本実証事業の、地域の「ＳＤＧｓ」の達成に向けた貢献

本実証事業の最大の特徴は、単にグリーンスローモビリティを走行させ人を運ぶ事にとどまらず、生活支援・健康づくり・子育て支援等の取組みを創出してきた「咲
っく南花台プロジェクト」と一体的に検討を進めることにより、グリーンスローモビリティを最大限に活かせるまちを創出することにある。

【具体的な貢献項目】
◆SDGｓ３（すべての人に健康と福祉を）

グリーンスローモビリティ導入による移動支援によって、咲っく南花台プロジェクトにより創出した健康づくりや子育て支援の取組みへの参加を促進する。
◆SDGｓ11（住み続けられるまちづくりを）

多世代が自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けられるまちを創出する。
◆SDGｓ13（気候変動に具体的な対策を）

自動車の使用を抑制し、化石燃料使用量を削減するとともに、グリーンスローモビリティ活用によって脱炭素化、温室効果ガス排出量削減に資する。

これらの目標達成により、グリーンスローモビリティの価値を高め、多世代が自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けることができるまちを創
出する。また、その結果としてCO2 の排出抑制に取り組むまちとしてブランディングでき、まちの価値を高める。

２５



○2019年度の実証の目標・実績・内容
実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：50名（実績）

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：20名
（実績27.9名 2月利用者平均）

・実走（12月～3月 週2日運行）
・無償運行
・ニーズ把握

（アンケート・ワークショップ等）
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：70％
（実績86.7％ 予約しやすさに対するアンケ

ート結果）

・既存システムの導入
・実装を通じた課題検証
・改善点整理

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：10％
（実績：50.1％ 省エネへの取り組み状況）

・アンケート調査：現状把握
・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
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○2020年度の実証の目標と内容

実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。
また、今後の持続可能性を高めるた
めの有償化を図る。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：60名

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：20名
※新型コロナウイルス対策のため乗車
人数を抑制

・運営手法見直し・運営体制再構築
・有償運送化の検討
・実走（9月～3月 週2日運行）
・ニーズ把握
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：80％

・システム改修
・実装を通じた課題検証
・改善点整理
・有償化・キャッシュレスシステムの検
討

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：20％

・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
２８

※新型コロナウイルス感染症対策による運休（4～8月予定）の影響、および以降の運行における乗車人数の抑制を踏まえ、見込みを修正している。



○2021年度の実証の目標と内容
実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：70名

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：30名

・運営手法見直し、運営体制再構築
・実走
（12カ月 4月～3月 週4日運行）

・有償運送
・ニーズ把握
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理及び改善

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用（関西大学住民意
識調査より）

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：90％

・システム改修（運行・決済）
・実装を通じた課題検証
・改善点整理・改善
・ボランティアポイント等と連携した地
域ポイント制度の検討

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：30％

・アンケート調査：現状把握
・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
２９
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＜ＩｏT技術等を活用したグリーンスローモビリティの効果的導入実証事業＞

開発団地におけるグリーンスローモビリティを活用したQOL（生活の質）向上モデル事業

令和２年度 実施計画書

【代表申請者】河内長野市（大阪府）
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１．事業概要
（１）地域の概要（河内長野市 南花台）
【概要】
・昭和５７年まち開き ・面積約98ha ・約3,400世帯

・高齢化率 41.4%(R02.3) ・人口 7,203人(R02.3）
・平成28年度策定した第5次総合計画に「丘の生活拠点」として新たに位置付け
【居住形態】
・戸建住宅、UR賃貸住宅、民間マンションで構成

【まちづくりの取組み】
・平成26年度より大阪府・関西大学と連携し「南花台スマートエイジング・シティ」団地
再生モデル事業（以下「咲っく南花台プロジェクト」と言う）を推進

・まちづくり拠点「コノミヤテラス」で関西大学と地域住民が連携し生活支援・健康づく
り・子育て支援などの活動を通じ効果的に多世代交流を創出している。

・UR都市機構が平成29年度に集約型団地再生事業実施を決定し、医療・福祉拠点
として位置付け

（集約用地に公園・医療施設・認定こども園・スポーツ施設（民間運営）誘致予定）
・平成29年度廃校（小学校）跡地に看護学校を誘致し開校
・平成30年2月に市とＵＲ都市機構・関西大学で南花台まちづくり協定を締結
・平成30年12月に市とコノミヤ・関西大学で南花台まちづくり協定を締結

【周辺エリア】
・南花台を入り口に大矢船、南ヶ丘、南青葉台、北青葉台など同様の開発団地が連
なる。

・近くには「道の駅 奥河内くろまろの郷」「大阪府立花の文化園」等の観光施設有り

（２）地域課題の解決に向けた方向性
【地域の課題】
・急激な高齢化の進行に伴い、地域に住み続けることが困難な高齢者が増えている。
・人口減少、少子化が急激に進んでいることからまちの衰退が懸念される。
・小高い丘に開発された団地で、坂が多く車が無いと生活できない。

【課題を解決する方向性】
「咲っく南花台プロジェクト」と「グリーンスローモビリティ」が有機的に連携することに
より車に頼らなくとも生活できる環境を創出し、「地域の住民が元気に生きがいを
持ち、安心して住み続けられるまちづくり」を目指す。

【事業名】 開発団地におけるグリーンスローモビリティを活用したQOL（生活の質）向上モデル事業

【代表申請者】 河内長野市（大阪府）

（３）実証事業の目的
高齢化が進むまちで、脱炭素化の住民意識を高めながら、全国のオールドタウンに共通
する地域課題の解決に向け、グリーンスローモビリティとまちづくり（咲っく南花台プロジェ
クト）を一体的に推進することにより、地域循環共生圏形成の全国モデルを構築する。

（４）実証事業の全体像
【地域住民主体の運営体制】
地域福祉を担い全国組織でもある社会福祉協議会と南花台自治協議会との連携による住
民主体の運営により継続性・汎用性・自立性の高い運行を実現

【地域のニーズに合わせたデマンド走行】
「乗りたいときに乗れる」を実現するため、地域内の電柱342本を乗降ポイントとして、予約
システムによる効率的な運行を実現するとともに、地域の多様なイベントに合わせた運行
を実現し、地域住民の利用ニーズを高める。

【Ｉot活用による利用促進と効率的運行】
ＮＴＴドコモのＡＩ運行バスを本事業の内容に合わせ改良し、利用者に対する利用利便性の
向上と、運行効率性の向上を図る。

【地域の各種団体・事業者と連携した事業ＰＲ】
地域内各店舗にポスター・チラシ等を設置しＰＲを実施するとともに、来年度の有償化に向
け協力体制強化を図る。

イメージ動画により、事業に対する地域住民の理解を深めつつ、出発式や地域内各種イ
ベントによるＰＲを十分に行い、本事業に対する地域の盛り上がりを高めることで運行スタ
ッフの充実と利用者の増加を図る。

【実証事業を通じたＣＯ２削減の機運向上】
本事業を推進することにより、車が無くてもできる生活提案を行い、自動車から電動モビリ
ティへの転換を図ることによりＣＯ２の削減効果を高める。
特に本事業では地域主体の体制を構築することから、地域の機運醸成を図り地域ぐるみ
で環境配慮意識向上を図ることが可能となる。

【事業ブランディングによる事業イメージの向上】
本事業のコンセプトやキャッチフレーズ、ロゴマークにより、事業イメージを高め、事業を応
援する住民を増やす。

【有償化による持続性の向上】
当初は無償で実験を開始するが、持続可能な仕組み作りのため令和２年度以降の有償化
を検討する。また、キャッシュレス化やボランティアポイント等の連携等による財源確保等
も図り、事業の自立性・継続性も向上させる。

１

（５）中間スケジュール（～9月）

4月 5月 6月 7月 8月 9月

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運行休止

再開に向けた地域チーム会議・感染予防対策

１．事業概要 ２

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

有償化検討

運行再開予定

地域への運行状況
周知チラシ配布

地域への運行再開
周知チラシ配布

地域代表者
会議

地域代表者
会議



（５）中間スケジュール（10月～）

10月 11月 12月 1月 2月 3月

無償運行

１．事業概要 ３

地域代表者
会議

有償化検討

有償化試行

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

地域代表者
会議

有償化システム構築・デモ

有償化に係る地域運行チー
ム等との調整

地域への有償化
周知

スタッフ募集
チラシ配布

（１）運行期間
【新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運行休止】

～令和2年9月2日（水）※予定

【運行再開後の運行期間】
令和2年9月3日（木）～令和3年3月29日（月）
※毎週 月曜日、木曜日（週2日運行）
※その他地域内イベントに合わせて運行
※利用ニーズ、安全性、システムの動作確認等を行い

ながら運行曜日の増加を図る。

（２）運行エリア・ルート

⇒運行エリア

⇒ＵＲ団地エリア（Ｒ3年度より走行予定）

⇒団地内幹線道路走行不可区間

※その他 内の街路は走行可

（３）運行ダイヤ
午前9時30分～午後4時の間、予約システムの指示に基づ
き運行

（４）運行形態
地区内の電柱342本を乗降ポイントとしてデマンド運行（シ
ステムによるリアルタイム予約）
運転手・補助者のスタッフ2名が常時乗車
予約に基づきＡＩ運行バスが導きだした順路に従い走行

２．実証事業の詳細

9 10 11 12 13 14 15 16 17

予約可能時間

1号車可動時間

2号車可動時間

（時間）

運行拠点
車両保管場所
（コノミヤ南花台店内）

地域内電柱342本が
乗降ポイント

（乗降ポイント看板）

４



（５）事業実施体制

【運行全体体制】
大阪府

代表申請者 共同実施者①

南花台自治協議会

河内長野市社会福祉協議会

共同実施者③

（実証事業の総括）

（実証事業の総括補助）

（共同運行主体：運行コーディネート車両運転・運行監視）

河内長野市

（車庫・充電設備・電力提供・運行支援・商業施設連携）

共同実施者②

㈱コノミヤ

共同実施者④

※市町村運営有償運送による運営主体

㈱ＮＴＴドコモ

共同実施者⑤

関西電力㈱

共同実施者⑥

（ＡＩ運行バスシステムを活用した運行支援）

（ＣＯ２削減効果測定、環境配慮意識向上）

２．実証事業の詳細

【運行実施体制】

代表者会議

事業者会議

広報チーム

予約受付チーム

運行チーム

■事業ＰＲ全般
・チラシ、ポスター、のぼり、横断幕、ＰＲ動画制作
・イベント実施等周知活動

令和２年４月１日現在 １１名

■運行時の予約・問い合わせ受付
・コノミヤ南花台店内に専用デスクを設置
・電話予約のシステム入力
・事業全体の問合せ受付

令和２年４月１日現在 １１名

■運行時のドライバー・補助者
・モビリティ運転
・補助者による運転手へのルート指示、乗降者の介添え等
・利用者アンケートの回収

令和２年４月１日現在 ３１名（内ドライバー登録 ２４名）

広報、予約受付、運行チ
ームの代表・副代表、河
内長野市、河内長野市
社会福祉協議会による
調整会議

河内長野市、河内長野市社会福祉協議会、
ＮＴＴドコモ、関西電力による調整会議

５

（６）利用者確保の取組み

本事業は、地域住民の理解と取組みに対する記域機運醸成が最も重要となること

から、下記の手段を講じ、徹底したＰＲ・周知を図る。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための運休中についても、運行再開後

の利用に繋げるよう、情報の発信を行う。

１．地域住民による働きかけ

地域の福祉委員や老人会等を中心に、地域住民が主体となりモビリティ活用の機

運を醸成する。

２．チラシ・ポスターの段階的周知による地域内の機運醸成

第1弾「南花台モビリティ クルクルの運行に関するお知らせ」 6/20～

第2弾「クルクルに乗ろう」8/15頃（予定）～

第3弾「クルクルスタッフ募集」10/１頃（予定）～

第4弾「クルクル有償化について」2/1頃（予定）～

※チラシ：回覧・配布等（約1,100部）、コノミヤテラス、地域内店舗配布

※ポスター：コノミヤ南花台店店内、南花台地域内事業者店舗、

集会所、公民館、地域内掲示板に設置

３．のぼり、横断幕による低速モビリティ走行の注意喚起とＰＲ

横断幕：南花台幹線道路入口４カ所及びコノミヤ南花台店、ＵＲ団地フェンス

計６ヵ所設置中

のぼり：コノミヤ南花台店周辺に設置（30カ所）

４．事業理念を明確にする事業ブランディング

事業に合った事業理念、キャッチフレーズ、ロゴマークを示すことにより、地域のグ

リーンスローモビリティに対する十分な理解と興味を高める。

５．動画による事業コンセプト、必要性の理解と、イメージアップ

イメージ動画、ドキュメント動画、環境配慮動画（Ｒ01年度制作）等を活用し、だれでも

分かりやすいコンセプト、必要性、ＣＯ２削減を伝え、かつ事業のイメージ向上を図ること

により利用促進につなげるとともに、広く当該事業の進捗過程を伝え全国モデルへと誘

導する。

■イメージ動画：グリーンスローモビリティがどのように地域住民の生活の質を高める

ことができるのかがイメージできるもの。

■ドキュメント動画：会議や地域住民の活動の様子等、本事業における進捗を記録し、、

グリーンスローモビリティ運行を効果的に作り上げる課程を広く周知するもの。

■環境配慮動画：グリーンスローモビリティが環境にやさしいモビリティであることをイ

メージできる動画を制作し、地域住民の環境配慮の意識向上を図るもの。

２．実証事業の詳細
６



（７）スタッフ確保の取組み

本事業は、地域住民による運行が行われていることが特徴であり、地域住民同士が支え合う機運醸成が重要であるため、下記の手段を講じ、利用者確保に取り組む。

１．地域住民による働きかけ

実際に運営に関わる地域スタッフから、事業の意義や趣旨、やりがい等も含めて情報発信と参画を呼びかけ、新たなスタッフを募る。

２．チラシ・ポスター等による地域内の機運醸成

昨年度のチラシ・ポスター等はクルクルの周知や利用の促進が中心であったが、今年度はスタッフ募集に特化した媒体を制作し、自治会等を通じた配布を行うほか、地域内

へも掲示等を行い、広くPRする。

※チラシ：回覧・配布等（約1,100部）、コノミヤテラス、地域内店舗配布

※ポスター：コノミヤ南花台店店内、南花台地域内事業者店舗、集会所、公民館、地域内掲示板に設置

（８）新型コロナウイルス対策

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、運行を令和２年３月より休止しており、運行再開は９月を見込んでいる。運行再開に当たっては、利用者はもちろん、運営スタッフも安心し
て関わり続けることができる環境の構築が必要である。

そのため、関連する業界のガイドラインをもとにクルクルの実態に即したガイドラインを策定し、運行・予約受付・広報の各チームの取り組みに落とし込んだマニュアルを策定、実行する。

２．実証事業の詳細
７

ガイドライン案

１ページ ２ページ ３ページ

（主な実施事項）

■車両

・消毒加工 ・飛沫防止シート ・乗降時の消毒 ・乗車人数削減

■運営拠点

・定員削減 ・換気、消毒の徹底 ・（場合によって）移転

■スタッフ

・体調管理（検温、手指の消毒、マスク着用） ・マニュアルの遵守

■利用者

・検温 ・マスク

（９）効果を検証するためのアンケート手法

本事業の効果検証と、今後の持続可能な仕組みの構築に向けた参考とするため、アンケー
トと、モビリティの地域ドライバー・補助者の車内コミュニケーションによりニーズ把握や生活へ
の影響度を把握する。

■生活実態調査

地域住民の生活実態を調査し分析することにより、生活に機能する運行手法を構築すること
を目的に実施する。

アンケートについては、運行再開後の状況を勘案しながら、内容等を検討していく。

（運行再開後の状況を踏まえて実施予定、 1,000世帯程度）

■利用者アンケート

利用者全員を対象にアンケートを実施し、利用ニーズを分析することにより利用促進が図れ
る運行手法を構築することを目的に実施する。

内容は、昨年度より使用しているものを継続して使用予定。

■車内コミュニケーションによる調査

有償化時の運用方法に係るヒアリング等

（スマートフォンでの利用が可能か、運用方法の改善点、その他）

２．実証事業の詳細
８

■利用者アンケートver.2（令和2年2月10日～）



（９）効果を検証するためのアンケート手法

■生活実態調査 下記は昨年度実施分

２．実証事業の詳細
９

（９）効果を検証するためのアンケート手法

■生活実態調査

２．実証事業の詳細
１０



団体名 調整状況

公共交通機関等 バス 南海バス
①同意済

タクシー
・第一タクシー
・近鉄タクシー

①同意済

行政 道路管理者 河内長野市
①同意済

地方運輸
局・支局

近畿運輸局
②相談中

警察
・大阪府警本部
・河内長野警察署

①同意済

地域公共
交通会議

河内長野市地域公共交通会議
①同意済

その他 商工会
咲っく南花台事業者の会
（市商工会・商店連合会下部組織）

①同意済

地域住民 南花台まちづくり会
①同意済

地域住民 南花台地域福祉委員会
①同意済

地域住民 コノミヤテラス運営研究会
①同意済

（１０）実証事業開始に向けた関係各所との調整状況

２．実証事業の詳細
１１

（１１） 有償化の取り組み

２．実証事業の詳細
１２

実証事業終了後の自立運営に向けた財源確保の一環として、利用料の徴収を予定している。

一方、運行チームの負荷軽減等を勘案し、現金による徴収ではなくキャッシュレス決済の導入を検討する。

※なお、当初は令和２年度中に有償化を実施する予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため８月まで運休予定であること、キャッシュ
レスシステムに地域通貨の要素を加え、新たな財源確保による持続可能な仕組みの構築を図ること、等から、令和２年度はシステムの試行を行うことと
する。

地域住民

地域

市外
事業者

除草

清掃

外部委託から住民
のボランティアへ

従来

市

①除草・

清掃

④ポイント付与

③ボランティアポ
イント証明提示

②ボランティア

ポイント証明

⑤ＱＲコードを
提示⇒紐づい
たポイント利用

して乗車

⑤ＱＲコードを
提示⇒紐づい
たポイント利用
して生活応援
サービスを受け

る

ＱＲコード付きカード
又はスマホ

※キャッシュレス決済と地域通貨を連携させた将来的な運用イメージ

除草等
業務委
託料

地域通貨
財源

委託

まちづくり
活動財源



（１２） 有償化の取り組み

２．実証事業の詳細
１３

実証実験終了後に必要となる事業費と、地域ポイント等も連携させた収支のイメージは下図のとおり。

（１）ＩｏＴ導入のねらい

グリーンスローモビリティと組み合わせて導入するＩｏＴ等機器開発を実施することによる利用利便性の向上と、運行負担の軽減を図り事業の継続
性を高めつつ、横展開の可能性も同時に高める。

【本事業で目指すＩｏＴ等機器開発】
目指すグリーンスローモビリティ本格運行の自立性（自立した事業性） 、持続性、効果性、汎用性を高めるIoTの開発を目指す。

【ＩｏＴ等機器開発の検討条件】
①自立性（自立した事業性）を高めるIoTの開発

②持続性を高めるIoTの開発

③効果性を高めるIoTの開発

④汎用性を高めるIoTの開発

運行経費削減につながるＩｏＴ等機器を開発する。

運行主体の負担軽減につながるＩｏＴ等機器を開発する。

利用の促進につながるＩｏＴ等機器を開発する。
誰でも（高齢者・子ども・障害者など）活用できるＩｏＴ等機器を開発する。
「乗りたいときに乗れる」「行きたい場所に行ける」「安心して利用できる」
を実現するＩｏＴ等機器を開発する。

多様な地域の状況に対応できるＩｏＴ等機器を開発する。
安価な経費で運用できるＩｏＴ等機器を開発する。

【開発するＩｏＴ等機器】
①運行監視システム

②運行予約システム

③決済システム

④地域事業者との連携システム

アプリ／WEBサイトからの予約システム
（電話⇒コールセンター（運行管理者）予約も想定）

運行状況（場所・乗車人数・走行ルート等）確認システム
運行ルート（予約内容に合わせた最適なルート）検索システム

キャッシュレス決済、他のポイント等との連携、スマホ・カード併用
のシステム等を検討

（利用状況を確認しながら令和2年度以降に開発）

送客サポートシステム
（協賛金獲得にもつながる地域内事業者連携システム）

（２）アプリケーションの開発・実装計画
現在、開発中のシステムをベースに当該システムを活用し運行しながら、利用状況を検証し、システムの改善を行い最適なシステムを開発する。
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３．ＩｏＴの活用 １４



（３）システム全体像

３．ＩｏTの活用 １５

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １６



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １７

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １８



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 １９

（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 ２０



（４）システム利用ガイド

３．ＩｏTの活用 ２１

（５）2020年度のシステムバージョンアップ

３．ＩｏTの活用 ２２

令和元年度の運行における課題等を解決し、運行や予約受付における負荷を軽減するため、「ＡＩ運行バス」をバージョンアップし、下記機能を追加する。



【2019年度】
削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによ
る二酸化炭素削減効果（令和2年1月末時点までの走行実績を基に算出）
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの延運行距離（13日間） 603.08（km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：0.7人（乗車中の乗客×走行距離（乗客あり））÷GSMの延走行距離（13日間）

①×②×（③－④）×⑤＝0.012（ｔCO2）・・・実証試験中（13日間）のCO2排出削減量
0.012（ｔCO2）÷13＝0.0009 （ｔCO2）・・・１日あたりのCO2排出削減量
0.0009 （ｔCO2）×96日（週2日運行×月4週×12カ月）＝0.0864 （ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換され
ることによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：117,390人 （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×96日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝4.024 （ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

①＋②＝ 0.0864 ＋ 4.024 ＝4.1（ｔCO2） ・・・１年あたりのCO2排出削減量

５.二酸化炭素削減効果について
２４

【2020年度】
当初計画では、運行日数や利用者数は前年度比で純増となる見込みを立てており、実際に昨年度２月までの利用状況を踏まえるとほぼ計画通り
の推移が見込まれていた。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため令和２年３月より運行をストップしており、再開は9月以降となる見込
みであり、運行日数等も当面制限予定であることに伴い、二酸化炭素削減効果についても見込みを修正している。

削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによ
る二酸化炭素削減効果
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの運行距離（56日間） 2,597.8（km） （令和元年⇒603.08km÷13日＝46.39km 46.39km×56日＝2,597.84km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：1人（2019年度が0.7人であったことから、乗車数の増加を見込み1人とした）

①×②×（③－④）×⑤＝0.076（ｔCO2）

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換され
ることによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：68,478人 （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×56日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝2.347 （ｔCO2）

①＋②＝ 0.076 ＋2.347＝2.423 （ｔCO2）・・・１年あたりのCO2排出削減量

５.二酸化炭素削減効果について
２５



【2021年度】
稼働日数見込：週3日×月4週×12カ月＝144日

削減効果（1） グリーンスローモビリティの運行によって、運行エリア内の移動手段がマイカー等からグリーンスローモビリティに転換されることによる
二酸化炭素削減効果
（コノミヤ南花台店への買い物利用客、まちづくりの取組みへの参加者、医療機関等への移動手段として、モビリティへ乗り換えることを想定。）

（算出式）
①グリーンスローモビリティの運行距離（144日間） 6,680.2（km） （令和元年⇒603.08km÷13日＝46.39km 46.39km×144日＝6,680.16km）
②マイカーからの転換割合：23.9％（アンケートより試算）
③ガソリン車（マイカー）の排出原単位：0.137（kgCO2/km・人）
④グリーンスローモビリティ排出原単位：0.0140（kgCO2/km・人）
⑤平均乗車人数：2人（乗車数の増加を見込んでいる）

①×②×（③－④）×⑤＝0.393（ｔCO2）

削減効果（2） グリーンスローモビリティの運行によって南花台から三日市町駅の間の移動が、副次的にマイカー等から公共交通機関に転換されるこ
とによる、二酸化炭素削減効果
（算出式）
① 近隣の主要な目的地：2.3 km（三日市町駅～南花台地区の距離）
② 地域間の移動人数：176,085人 （南花台の人口（7,411人）×駅利用の頻度（33%）×バス以外での移動割合（50%）×144日）

（※平成28年実施「くらしと地域に関する住民意識調査」結果より）
③ マイカーからの転換割合：18.4% （※3-②アンケートより試算）
④ マイカーの排出原単位：0.137 (kgCO2/km・人)
⑤ バスの排出原単位：0.056 (kgCO2/km・人)

①×②×③×（ ④－⑤ ）＝6.036 （ｔCO2）
0.393 ＋6.036＝6.429 （ｔCO2）

①＋②0.393 ＋6.036＝6.429 （ｔCO2）・・・１年あたりのCO2排出削減量

５.二酸化炭素削減効果について
２６

６．地域循環共生圏の構築・ＳＤＧｓへの貢献

○実証地域における、地域循環共生圏（第5次環境基本計画 p.20）の構築へ向けた本実証事業の位置づけ

本事業における実証地域は、大阪府、河内長野市、関西大学が連携し、南花台スマートエイジング・シティ団地再生モデル事業（咲っく南花台プロジェクト）を、平成26
年度より進めてきた地域であり、関西大学の学生と地域住民が中心となり、まちづくり拠点（コノミヤテラス）整備、生活支援、健康づくり、子育て支援等の仕組みを構築
するなど、先進的な取組みを進めてきた地域である。

これらの取組みをきっかけとし、平成29年4月には廃校となった小学校跡地に看護専門学校を誘致することができ、引き続いて、平成30年度よりUR南花台団地の集
約事業が具体的に開始され、認定こども園や病院、民間スポーツ施設などの誘致に取り組んでいるところである。また、地域内にある公園を集約し、多世代が交流でき
る新たな広場整備と集約公園跡地の有効活用による第1種低層住居専用地域の用途の多様化にも着手予定である。

このような変化により、地域住民のまちづくりに対する機運は相当高まっている状況である。

本事業はこれらの地域の特性を生かし、市レベルで運行する路線バス（南海バス）を補完できる街区レベルでのグリーンスローモビリティ運行を実現し、人口減少・少
子高齢化が急激に進むまちで、自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けられるまちを創出する。

また、まちぐるみでCO2削減に取り組む機運を高めることにより、グリーンスローモビリティの価値とニーズの向上を図るとともに、本事業の取り組みを横展開（他地域
展開）することにより、周辺の開発団地や農村集落をつなぎ、地域間交流による新たな可能性を創出する。

本事業は、これまで積み上げた先進的なまちづくり活動とグリーンスローモビリティ運行の一体的推進、またそれらの横展開により地域循環共生圏の構築に寄与する。

○本実証事業の、地域の「ＳＤＧｓ」の達成に向けた貢献

本実証事業の最大の特徴は、単にグリーンスローモビリティを走行させ人を運ぶ事にとどまらず、生活支援・健康づくり・子育て支援等の取組みを創出してきた「咲
っく南花台プロジェクト」と一体的に検討を進めることにより、グリーンスローモビリティを最大限に活かせるまちを創出することにある。

【具体的な貢献項目】
◆SDGｓ３（すべての人に健康と福祉を）

グリーンスローモビリティ導入による移動支援によって、咲っく南花台プロジェクトにより創出した健康づくりや子育て支援の取組みへの参加を促進する。
◆SDGｓ11（住み続けられるまちづくりを）

多世代が自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けられるまちを創出する。
◆SDGｓ13（気候変動に具体的な対策を）

自動車の使用を抑制し、化石燃料使用量を削減するとともに、グリーンスローモビリティ活用によって脱炭素化、温室効果ガス排出量削減に資する。

これらの目標達成により、グリーンスローモビリティの価値を高め、多世代が自動車に頼ることなく、地域住民がつながりあいながら住み続けることができるまちを創
出する。また、その結果としてCO2 の排出抑制に取り組むまちとしてブランディングでき、まちの価値を高める。

２７



○2019年度の実証の目標・実績・内容
実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：50名（実績）

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：20名
（実績27.9名 2月利用者平均）

・実走（12月～3月 週2日運行）
・無償運行
・ニーズ把握

（アンケート・ワークショップ等）
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：70％
（実績86.7％ 予約しやすさに対するアンケ

ート結果）

・既存システムの導入
・実装を通じた課題検証
・改善点整理

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：10％
（実績：50.1％ 省エネへの取り組み状況）

・アンケート調査：現状把握
・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
２９

○2020年度の実証の目標と内容

実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。
また、今後の持続可能性を高めるた
めの有償化を図る。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：60名

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：20名
※新型コロナウイルス対策のため乗車
人数を抑制

・運営手法見直し・運営体制再構築
・有償運送化の検討
・実走（9月～3月 週2日運行）
・ニーズ把握
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：80％

・システム改修
・実装を通じた課題検証
・改善点整理
・有償化・キャッシュレスシステムの検
討

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：20％

・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
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※新型コロナウイルス感染症対策による運休（4～8月予定）の影響、および以降の運行における乗車人数の抑制を踏まえ、見込みを修正している。



○2021年度の実証の目標と内容
実証項目 地域の現状 実証事業の目標 当年度の実証内容

全
体

グリーンスローモビリティの価値
を地域住民と共に考え、共有を
図り、一定期間の実証実験を実
施し、そのニーズと価値を検証
するとともに、この実証実験を通
じ、地域全体でCO2削減への意
識向上を図る。

平成26年度より大阪府、関西大学と
連携し実施する「南花台スマートエ
イジング・シティ」団地再生モデル事
業により、住民主体の地域包括ケア
の仕組み構築を図るとともに、廃校
跡地に看護学校を誘致し、現在は
UR団地の集約に着手しており、地
域のまちづくり機運が高まっている。

まちづくり機運の高まりを活かし、
地域全体で作り上げるグリーン
スローモビリティの価値を共有
するとともに、地域住民のCO2
削減に向けた意識向上を図り、
グリーンスローモビリティの価値
をさらに高める。

地域住民のQOL向上に向け、グリー
ンスローモビリティが地域住民の生活
にどのように影響を与えるのかを十
分に検証し、生活に機能する走行方
法、運営方法の検討を行うとともに、
その効果性を高めるIoTを開発する。

1 グリーンスローモビリティへの理
解の向上と事業啓発

現在、地域住民主体で買い物支援
に取り組んでおり、高齢化が進む中
で、住民移送に関するニーズの高ま
りを把握している。
●約73％の住民が地域内で食料品を購入
している（関西大学住民意識調査より）

本事業を実施する価値を地域
で共有し、地域全体で取り組む
べき活動として、積極的な地域
住民の参画を図る。
【目標】
取組みに賛同し、運営に関わ

る住民の数：70名

・グリーンスローモビリティの価値を考
える地域ワークショップによる機運向
上
・ポスター・チラシ等による事業啓発・
情報共有

2 グリーンスローモビリティの実走
を通じたニーズの検証

丘の上に開発された団地であること
から坂が多く自家用車に依存してい
る状況、その為地域内の移動にも
不便を感じている住民が多い。
●地域外へ移転したいと答えた方の内の約
52％が病院・買い物の移動に不便を感じる
からと回答（関西大学住民意識調査より）

地域のニーズをあらゆる視点で
検証し、正確に把握し、そのニ
ーズにあった最適な運行方法を
検討。
【目標】

1日の乗降者数：30名

・運営手法見直し、運営体制再構築
・実走
（12カ月 4月～3月 週4日運行）

・有償運送
・ニーズ把握
・効果検証
・ニーズ分析
・改善点の整理及び改善

3 グリーンスローモビリティの実走
を通じたIoT開発

高齢者が多い地域でありながら約7
割の高齢者がすでにスマートフォン
を活用している。
●地域住民の約75％がパソコン・スマートフ
ォン・タブレット端末を利用（関西大学住民意
識調査より）

グリーンスローモビリティの利便
性の向上と運行負担の軽減を
図ることに寄与するIoT開発。
【目標】
利用者の満足度：90％

・システム改修（運行・決済）
・実装を通じた課題検証
・改善点整理・改善
・ボランティアポイント等と連携した地
域ポイント制度の検討

4 CO2削減に向けた、調査・啓発 ゴミの分別等、環境への配慮は比
較的意識が高いが、地域内の買い
物や通院には自家用車を利用して
いる割合が非常に高いと推測される

普段の生活の中からCO2の削
減に取り組む意識を高めること
によりグリーンスローモビリティ
の価値向上を図る。
【目標】
以前よりCO2削減への意識が

高まった住民の割合：30％

・アンケート調査：現状把握
・南花台地域住民への取組み周知
・社会実験のPR広告
・特別講演会
・アンケート調査：実施中・実験後
・年度取りまとめ

８．実証事業の展開
３１
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